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宮城県監査委員告示第１３号

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１９９条第４項の規定により平成１７年度第２四半期

に実施した普通会計に係る定期監査の結果は次のとおりです。

平成１７年１１月 １５日

宮城県監査委員 菊 地 浩

宮城県監査委員 藤 原 範 典

宮城県監査委員 阿 部 徹

宮城県監査委員 谷地森 涼 子

１ 監査実施機関及び監査実施年月日

監査実施機関 監査実施日

○総務部

本庁

秘書課 ８月 ３日

人事課 ８月２５日

行政管理課 ８月２５日

職員厚生課 ８月 ４日

私学文書課（県政情報公開室及び県立大学室を含む） ８月 ３日

広報課 ８月 ４日

財政課 ８月 ４日

税務課 ８月２５日

市町村課 ８月 ３日

管財課（財産利用推進室を含む） ８月２５日

危機対策課 ８月 ３日

消防課 ８月 ４日

地方機関

公文書館 ９月２９日

大河原県税事務所 ７月２０日

仙台中央県税事務所 ７月２７日

仙台北県税事務所 ７月２７日
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古川県税事務所 ７月２２日

登米県税事務所（旧迫県税事務所） ７月１９日

気仙沼県税事務所 ７月２０日

○企画部

本庁

企画総務課 ８月２３日

政策課（行政評価室を含む） ８月１０日

地域振興課 ８月２３日

総合交通対策課 ８月２３日

土地対策課 ８月１０日

統計課 ８月２３日

情報政策課（情報産業振興室を含む） ８月１０日

情報システム課 ８月１０日

○環境生活部

本庁

環境生活総務課 ８月１８日

環境政策課 ８月 ５日

環境対策課（原子力安全対策室を含む） ８月１８日

自然保護課 ８月２３日

食と暮らしの安全推進課 ８月 ５日

資源循環推進課 ８月１８日

廃棄物対策課 ８月 ５日

生活・文化課 ８月１８日

国際交流課 ８月 ５日

男女共同参画推進課（ＮＰＯ活動促進室を含む） ８月２３日

青少年課 ８月２４日

地方機関

動物愛護センター ９月１２日

消費生活センター ９月１２日
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○保健福祉部

本庁

保健福祉総務課 ８月 ２日

地域福祉課 ８月 ２日

社会福祉課 ８月 ２日

医療整備課 ８月 ９日

長寿社会政策課（介護保険室を含む） ８月 ９日

健康対策課 ８月 ９日

子ども家庭課（子育て支援室を含む） ８月 ９日

障害福祉課 ８月２３日

薬務課 ８月２３日

国保医療課 ８月 ２日

地方機関

仙南保健福祉事務所 ７月２０日

大崎保健福祉事務所 ７月２２日

子ども総合センター ７月２０日

女性相談センター ９月１２日

さわらび学園 ７月１４日

拓杏園 ７月 ８日

点字図書館 ９月１４日

○産業経済部

本庁

産業経済総務課 ８月２４日（産業政策推進室及び経済産業再生戦略局を含む）

新産業振興課 ８月 ９日

産業立地推進課 ８月 ４日

経営金融課 ８月 ２日

団体指導検査課 ８月 ２日

産業人材育成課（旧アビリンピック推進室を含む） ８月 ４日
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労政・雇用対策課 ８月 ２日

観光課（旧国際経済室を含む） ８月 ９日

食産業・商業振興課 ８月 ９日

農業振興課 ８月２４日

農産園芸課 ８月２４日

畜産課 ８月１７日

農村基盤計画課 ８月 ４日

農地整備課 ８月１７日

むらづくり推進課 ８月 ４日

林業振興課 ８月２４日

森林整備課 ８月 ２日

漁業振興課 ８月 ９日

漁港漁場整備課 ８月１７日

研究開発推進課 ８月１７日

地方機関

仙台地方振興事務所 ７月２７日

栗原地方振興事務所（旧築館地方振興事務所） ７月１５日

計量検定所 ９月 ７日

古川高等技術専門校 ９月 ７日

病害虫防除所 ７月 ７日

王城寺原補償工事事務所 ９月 ７日

農業・園芸総合研究所（農業実践大学校含む） ９月２９日

○土木部

本庁

土木総務課 ８月 ５日

事業管理課 ８月１７日

用地課 ８月 ５日

道路課（旧道路管理課） ８月１７日
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道路課（旧道路建設課） ８月１７日

河川課 ８月 ３日

防災砂防課（旧砂防水資源課） ８月 ３日

港湾課 ８月２４日

空港対策課 ８月 ５日

臨空地域整備推進課 ８月 ５日

都市計画課 ８月 ３日

下水道課 ８月２４日

建築宅地課 ８月２４日

住宅課（住宅産業振興室を含む） ８月１７日

営繕課（設備室を含む） ８月 ３日

地方機関

石巻土木事務所 ７月２６日

仙台地方ダム総合事務所 ７月１４日

○出納局

本庁

会計課 ８月２５日

契約課 ８月２５日

検査課 ８月２５日

○議会事務局 ８月２９日

○教育庁

本庁

総務課（教育企画室を含む） ８月１８日

福利課 ８月１８日

教職員課 ８月１０日

義務教育課（障害児教育室を含む） ８月２５日

高校教育課 ８月１０日

施設整備課 ８月１８日
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スポーツ健康課 ８月１８日

生涯学習課 ８月１０日

文化財保護課 ８月１０日

地方機関

教育研修センター ７月 ８日

特殊教育センター ９月１６日

図書館 ９月１６日

美術館 ７月１４日

泉高等学校 ７月 ７日

○警察本部 ９月 ･ 日1 2

地方機関

仙台中央警察署 ７月２２日

仙台南警察署 ７月１９日

岩沼警察署 ７月１９日

角田警察署 ７月２６日

亘理警察署 ７月２６日

○人事委員会事務局 ８月２９日

○監査委員事務局 ８月２９日

○労働委員会事務局 ８月２９日

２ 監査結果

平成１６年度の財務に関する事務の執行の事実が地方自治法第２条第１４項及び第１５項の規

定の趣旨に沿って行われているかについて，特に意を用いて行いました。

その結果，公表すべき指摘事項は下記のとおりであり，その他の軽易な事項については関係機

関に注意をしました。

なお，宮城県警察の監査については，犯罪捜査報償費の執行状況を重点として実施しました。

その結果は別紙のとおりです。

記

（１）税務課

県税において，収入未済があったので，県税事務所の収納促進と収入未済の発生防止対策を
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講じるとともに，適切な債権管理を図る必要がある。

※ 平成１６年度収入未済額《県計》

現年度分 ２，１０３，２６１，９２１円

過年度分 ５，１７５，６３２，００８円

合 計 ７，２７８，８９３，９２９円

（２）公文書館

行政財産目的外使用許可において，自動販売機設置に係る許可をしないまま１箇年以上も使

用させているとともに，それに係る行政財産使用料及び光熱水費等を徴収していないことが認

められた。また，文書事務処理においても，不適切な取扱いが認められたので，今後適切な事

務処理がなされるよう，早期に対策を講じる必要がある。

※ 行政財産目的外使用許可の内容

目的外使用の用途 清涼飲料水自動販売機設置

目的外使用期間 平成１６年４月１日～平成１７年３月３１日

行政財産使用料 １７，８１０円

光熱水費等 ４１，７２４円

（３）大河原県税事務所

県税において，収入未済があったので，今後とも収納促進と収入未済の発生防止対策を講じ

るとともに，適切な債権管理を図る必要がある。

なお，納税の催告や全税目の集中滞納整理を行うなど，収入未済を解消する努力がみられる

が，さらに適切な徴収対策を講じ，税収の確保に努める必要がある。

※ 平成１６年度収入未済額

現年度分 １２４，４５２，０７２円

過年度分 ３４７，３２１，００９円

合 計 ４７１，７７３，０８１円

（４）仙台中央県税事務所

県税において，収入未済があったので，今後とも収納促進と収入未済の発生防止対策を講じ

るとともに，適切な債権管理を図る必要がある。

なお，納税の催告や夜間臨店滞納整理を行うなど，収入未済を解消する努力がみられるが，

さらに適切な徴収対策を講じ，税収の確保に努める必要がある。

※ 平成１６年度収入未済額

現年度分 ７９８，２５４，８８５円

過年度分 １，５２０，０４９，５２５円

合 計 ２，３１８，３０４，４１０円

（５）仙台北県税事務所

県税において，収入未済があったので，今後とも収納促進と収入未済の発生防止対策を講じ
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るとともに，適切な債権管理を図る必要がある。

なお，納税の催告や財産の差押を行うなど，収入未済を解消する努力が見られるが，さらに

適切な徴収対策を講じ，税収の確保に努める必要がある。

※ 平成１６年度収入未済額

現年度分 ３５３，６６０，６９６円

過年度分 １，０６１，３３２，３１６円

合 計 １，４１４，９９３，０１２円

（６）古川県税事務所

県税において，収入未済があったので，今後とも収納促進と収入未済の発生防止対策を講じ

るとともに，適切な債権管理を図る必要がある。

なお，管内全ての滞納事案を対象にしたローラー作戦の実施や財産の差押を行うなど，収入

未済を解消する努力が見られるが，さらに適切な徴収対策を講じ，税収の確保に努める必要が

ある。

※ 平成１６年度収入未済額

現年度分 １３８，３８５，５４９円

過年度分 ３９１，８５８，３１４円

合 計 ５３０，２４３，８６３円

（７）登米県税事務所（旧迫県税事務所）

県税において，収入未済があったので，今後とも収納促進と収入未済の発生防止対策を講じ

るとともに，適切な債権管理を図る必要がある。

なお，納税の催告や財産の差押を行うなど，収入未済を解消する努力が見られるが，さらに

適切な徴収対策を講じ，税収の確保に努める必要がある。

※ 平成１６年度収入未済額

現年度分 ５５，４７７，５９２円

過年度分 １２２，６４３，２４０円

合 計 １７８，１２０，８３２円

（８）気仙沼県税事務所

県税において，収入未済があったので，今後とも収納促進と収入未済の発生防止対策を講じ

るとともに，適切な債権管理を図る必要がある。

なお，納税の催告や財産の差押を行うなど，収入未済を解消する努力が見られるが，さらに

適切な徴収対策を講じ，税収の確保に努める必要がある。

※ 平成１６年度収入未済額

現年度分 ５６，５１２，８３８円

過年度分 １６６，００３，８６９円

合 計 ２２２，５１６，７０７円
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（９）廃棄物対策課

特別納付金において，村田町竹の内地区産業廃棄物最終処分場の行政代執行による収入未済

という事情は理解できるものの，今後の適切な徴収対策を講じ，収納促進を図る必要がある。

※ 平成１６年度収入未済額

現年度分 ３４，１６２，３４９円

過年度分 ４，０８６，８０７円

合 計 ３８，２４９，１５６円

（ ）子ども家庭課10

児童扶養手当給付費返還金において，電話による督促など行っているものの，なお収入未済

があり，過年度分が著しく増加しているので，今後の収納促進と収入未済の発生防止対策を講

じる必要がある。

※ 平成１６年度収入未済額

現年度分 １，４８７，７７０円

過年度分 ６９，６２５，５１０円

合 計 ７１，１１３，２８０円

（ ）障害福祉課11

障害者施設第三者評価推進事業業務委託契約外３件において，業務内容が変更されたにもか

かわらず変更契約を行わず，当初の契約額を変更した額で委託料を支払っていたことが認めら

れたので，今後適切な契約事務がなされるよう早期に対策を講じる必要がある。

※ 業務名等

・業務名 障害者施設第三者評価推進事業

契約額 ９７９，６５０円

支払額 ３６７，３６９円

・業務名 平成１６年度障害者就労総合支援事業

契約額 ５，７９５，６１２円

支払額 ４，５８９，５９７円

・業務名 平成１６年度宮城県居宅介護従業者養成研修事業

契約額 ４，１８２，０００円

支払額 ３，７７６，８０９円

・業務名 障害者就労定着促進事業

契約額 ７，４９９，９９９円

支払額 ３，３４７，９２４円

（ ）経営金融課12

中小企業高度化資金貸付金償還金及び林業改善資金貸付金償還金において，債権整理強化月

間を設けての債務者との折衝や定期的に訪問指導を行うなど，収入未済を解消する努力がみら
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， ， 。れるが なお収入未済があったので 収納促進と収入未済の発生防止対策を講じる必要がある

※ 平成１６年度中小企業高度化資金貸付金償還金収入未済額

現年度分 １０，０５５，４５０円

過年度分 １１９，４３６，６９２円

合 計 １２９，４９２，１４２円

※ 平成１６年度林業改善資金貸付金償還金収入未済額

現年度分 ６７０，０００円

過年度分 １２，４６３，０００円

合 計 １３，１３３，０００円

（ ）観光課13

歳入歳出外現金として受入れされていた契約保証金の還付において，業務完了後に払出（還

付）すべきものが，１箇年以上遅延していたことが認められたので，今後再発しない対策を講

じる必要がある。

※ 契約保証金還付遅延の内容

・業務委託に係る契約保証金 ５９，８５０円

・検査合格日 平成１５年１２月 ９日

・契約保証金払出日 平成１７年 ７月２０日

（ ）畜産課14

優良肉用牛資源供給事業に係る業務委託契約（親牛の飼育及び子牛の生産）において，子牛

の帰属が明らかでないなど，本事業の執行方法に問題が認められたので，今後適切な対策を講

じる必要がある。

※ 業務名等

業務名 優良肉用牛資源供給事業

履行期間 平成１６年４月１日～平成１７年３月３１日

契約額 ８３，４７５，０００円

（ ）林業振興課15

県産材産地体制整備促進事業資金貸付金償還金において，収入未済が認められたので，収入

未済の発生防止対策を講じる必要がある。

※ 平成１６年度収入未済額

現年度分 ２８０，０００，０００円

過年度分 ０円

合 計 ２８０，０００，０００円

（ ）住宅課16

県営住宅使用料，特定公共賃貸住宅使用料及び県営住宅駐車場使用料において，催告に応じ

ない入居者に対して明渡訴訟を提起するなど，収入未済を解消する努力がみられるものの，収
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入未済が増加しているので，収納促進と収入未済の発生防止対策を講じる必要がある。

※ 平成１６年度県営住宅使用料収入未済額

現年度分 ７９，９６１，１６５円

過年度分 １３３，７５６，８６９円

合 計 ２１３，７１８，０３４円

※ 平成１６年度特定公共賃貸住宅使用料収入未済額

現年度分 ２２６，７００円

過年度分 ６９３，０００円

合 計 ９１９，７００円

※ 平成１６年度県営住宅駐車場使用料収入未済額

現年度分 ６，３７０，７００円

過年度分 ４，４０２，１８５円

合 計 １０，７７２，８８５円


